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「低く安定的な失業率」と伸縮的賃金

──日本経済のマクロパフォーマンスをめぐる神話と現実──

高　木　信　二＊

　「低く安定的な失業率」，「安定的な経済成長率」といった日本経済の良好なマクロパ

フォーマンスが内外の研究者の注目を受けるようになって久しい。一方，1990年代に入

り，日本経済のマクロパフォーマンスは必ずしも良好ではない。この事実を踏まえ，本論

文は，失業率統計の国際比較，賃金伸縮性の概念と要因，伸縮的賃金とマクロパフォーマ

ンスとの関係等に関して，1980年代に行われた主要な実証研究をサーベイするとともに，

内在する概念的諸問題を考察する。

　既存のほとんどの比較実証研究では，日本経済の賃金伸縮性が，実質で見ても，名目で

見ても，諸外国より高いという結果が得られている。「賃金の伸縮性」は一義的な概念では

ないが，本来，それはショックによって変化する均衡賃金への「収束速度」によって測ら

れ，名目的ショックに対しては名目賃金によって，実質的ショックに対しては実質賃金に

よって規定されるべきものである。しかし，広く引用される実証研究では，(1)伸縮性が

ショックに対する条件的数値として位置付けられていない，(2)名目的ショックと実質的

ショックの区別がなされていない，(3)特定のモデルに基づいているという意味で恣意性

がある等の問題があり，日本の賃金伸縮性が相対的に高いという定説は十分に確立されて

いるとは言えない。

　賃金の個別要素に関する実証研究には，(1)ボーナスの収益分配機能は限定的である，

(2)定期給与は企業的要因によっても影響を受ける（すなわち，労働市場は分断されてい

る）こと等を示しているものもあり，日本経済における賃金のマクロレベルでの伸縮性に

対し疑問を投げかけている。さらに，仮に日本の賃金伸縮性が高いと言う定説を受け入れ

たとしても，それが日本経済の安定性に直接的に繋がるとは必ずしも言えない。一部の実

証研究は日本における実質賃金の市場調整機能が限られている可能性を示唆している。ま

た，フィリップス曲線の傾きが急であるという意味で賃金が伸縮的であっても，それを短

絡的にマクロ的安定化の要因とみなすことはできない。なぜなら，日本における総供給曲

線の傾き（フィリップス曲線の傾きをオークン係数で除したもの）は諸外国と比べて極め

て緩やかであり，物価の変化に対する数量調整が大きいという結果も報告されているから
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である。日本経済における賃金伸縮性の真偽と要因，さらにそれがマクロパフォーマンス

に対して持つ意味等に関して一層の研究が要求される。

はじめに

　他の主要国と比べて，「低く安定的な失業率」

(low and stable unemployment rate)や安定的

な経済成長率によって特徴付けられる日本経済

のマクロパフォーマンスの良好さが，内外の研

究者の注目を受けるようになって久しい。1980

年代に行われた研究の多くは，良好な日本経済

のマクロパフォーマンスの理由が，賃金の伸縮

性をはじめとする労働市場の伸縮性にあると議

論し，その背後にある賃金決定メカニズムを解

明しようとするものであった。しかし，近年に

おいて，日本経済のマクロパフォーマンスは決

して良好だとは言えない。わが国の失業率は，

絶対値では他の主要先進国より低いものの90年

代に入り，着実に上昇しているようである（表

1）。また，わが国の実体経済も1992年ごろか

ら低迷を続け，米国，イギリス，ドイツ，フラ

ンスなどが回復するなか，実質経済成長率は，

1993年，1994年と連続して１％を下回っている

（表２）。

　このように各国のマクロパフォーマンスを比

較的な見地から見ると，日本は主要先進国経済

の中での優等生から劣等生に転じたのではない

かとも思われる。もちろん，近年のマクロパ

フォーマンスの悪化は，資産価格の急落や円の

急激な増価などの要因による部分があり，日本

経済の潜在的成長率が中長期的に低下したと今

すぐ断言することはできない。しかし，素朴な

疑問は，良好なマクロパフォーマンスに貢献し

たはずの労働市場の伸縮性が近年になってどう

なったかということである。近年のマクロパ

フォーマンスの悪化は，労働市場がより硬直的

になったことによるのか。それとも，以前のマ

クロパフォーマンスの良好さ自体が，もともと

労働市場の伸縮性に依存していなかったのか。

いずれにしろ，今後の日本経済を展望するにあ

たり，日本経済における労働市場の伸縮性に関

する既存の研究成果を再評価しておくことは有

益であろう。

　ところで，一概に労働市場の伸縮性といって

も，実際には一義的なものではなく，労働力化

率や労働時間の動き，産業間・企業間の移動性

など労働需要・供給に関わる様々な側面を持っ

ている。特に日本では，(1)年功序列型賃金，(2)

終身雇用制，(3)企業別労働組合など日本の労使

関係の特徴とされる諸制度と密接に関係してい

ると思われる（Ｔachibanaki 1987）。さらに，労

働市場の問題としては，企業別・産業別賃金の

分析，ボーナスの存在理由など，いわばミクロ

の問題も重要である。しかし，本論文ではマク

ロ経済の議論に徹するため，焦点を主要マクロ

変数としての名目，実質賃金に置き，その他制

度上，ミクロ上の諸問題はマクロ的賃金の理解

に寄与する範囲においてのみ言及するにとどめ

る。マクロ経済の観点から日本の労働市場の諸

問題をサーベイした論文としては，植田・吉川

（1984），吉川（1987），江口（1988）などが挙

げられるが，本論文では，これらの先駆的論文

を踏まえ，賃金の伸縮性に論点を絞ると同時

に，より最近の研究にも言及する。

　本論文は以下のように構成されている。ま

ず，第Ⅰ節「失業率統計の国際比較」では，マ

クロパフォーマンスの最重要指標としての失業

率統計について，日米の統計概念の相違点を中

心に若干の議論をする。第Ⅱ節「賃金の伸縮性
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表１　主要国の失業率 （1983－95年）

表２　主要国の実質経済成長率 （1983－94年）
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の国際比較」では，賃金の伸縮性に関して広く

引用されている３つの比較研究（Ｓachs 1979；

 Ｇordon 1982；Ｇrubb，Ｊackman，and Ｌayard

1983）で提唱された賃金の伸縮性の定義をやや

詳細にまとめる。第Ⅲ節「伸縮的賃金の意味と

解釈」では，賃金の伸縮性が日本経済の良好な

マクロパフォーマンスの説明として重要視され

てきた理由を理解するため，簡単な経済モデル

の枠組みの中で，賃金の伸縮性と数量調整との

関係を考えるとともに，(1)名目・実質賃金の伸

縮性の意味と(2)フィリップス曲線と総供給曲線

との関係を考察する。第Ⅳ節「伸縮的賃金の要

因」では，日本の賃金伸縮性の背後にある諸要

因を概観する。最後に，「おわりに」では，本論

文の主要な論点と残された課題をまとめる。

Ⅰ．失業率統計の国際比較

　1970年代の初頭から半ばにかけて，主要先進

国における失業率は大きく上昇した。例えば，

ドイツ（西ドイツ）やイギリスの失業率は１－

２％台から４％台に，米国の失業率は４％台か

ら８％台に増えた。これに対し，日本の失業率

は１％台から２％台まで僅かに増えたに過ぎな

かった。このような状況下，失業率統計の国際

的比較可能性を疑問視する考えがでてきたのは

自然な成り行きであった。こうして，1980年代

の前半，主要国間(特に，日米間)の失業率統

計の概念的違いが盛んに議論され，共通の概念

に基づいた失業率の比較が試みられた。この議

論の中で，最も注目を受けたのはＴaira（1983）

による計測であり，日本の統計概念が失業率を

極端に過少評価している可能性が示された。こ

の種の議論を受け入れれば，日本の低失業率は

統計上の虚構（statist ica l art i fact）であるから,

日本経済のマクロパフォーマンスはもともと良

好だとは言えず，したがって，労働市場の伸縮

性などによって説明するまでもないということ

になる。

(1)　統計手法・概念の国際的相違

　 失業率統計の国際的相違点は，日米を中心

に，白石(1982)，Ｓorrentino(1984)などに詳し

く説明されているが，要点をまとめると以下の

ようになる。まず，調査方法について言えば，

失業率を求める方法には２つある。１つは，日

米両国で使われている方法で，「労働力調査」

と呼ばれる標本調査によるものである。２つめ

は，「職業紹介所」における求職者数に基づく

方法で，イギリス，ドイツ，フランスなどで使

われている。前者においては，一定の定義に従

い「失業者数」と「労働力人口」を統計的に推

定し，失業率は両者の比として計算される。他

方，後者においては，失業率は職業紹介所にお

ける「被登録求職者」と「被登録求職者＋就業

者」の比として求められる。一般的に，国際比

較のためには，固有の制度に依存しないという

意味で，「労働力調査方式」の方が優れている

と言われる。さらに，「職業紹介方式」では，職

業紹介所で登録しない求職者がいる一方，失業

給付を受けるために，職を見つけているにもか

かわらず，あるいは求職の関心が乏しいにもか

かわらず登録している者の存在による誤差が生

じることが指摘されている。

　次に，失業者の定義であるが，国際間の主要

な相違点は，(1)調査期間のとり方，(2)調査期間

以前に求職活動をしたが，調査期間中には求職

活動をしなかった者の取り扱い方，(3)レイオフ

されている者の取り扱い方に関するものである。

(1)に関しては，日本では調査員が家庭を訪問す

る週の求職活動のみが問題にされるのに対し，

米国ではその週の前４週間の求職活動が問題に
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される。(2)に関しては，求職活動を調査期間の

前に行い，調査期間中に行わなかった者は，

「求職意欲喪失者（discouraged workers）」で

あれ，求職活動の結果を待っている者であれ，

あるいは，将来のある一定の時期に就職（復

職）が内定しているものであれ，米国では失業

者に含まれるが，日本の「完全失業者」には含

まれていない（表３）。

　なお，失業者については，国際労働機構（Ｉ

ＬＯ）によって共通の定義が決定されており，

国際定義に従って調整された失業率が経済協力

開発機構（ＯＥＣＤ）によって公表されている。

日本の場合，政府による公表値とＯＥＣＤによ

る調整値との差はほとんど皆無に等しく，日本

の統計概念が基本的にはＩＬＯのそれに準じて

いることを示している。しかし，現実の失業率

を国際比較するとき，ＯＥＣＤが調整していな

い項目も多くあるため，第三国の固有の方法に

従って公表値を調整すると，公表値と調整値と

の間に無視できないほどの差が生じることもあ

る。具体的に，日米の場合，両国の定義の相違

により，(1)一時的に病気で，すぐに就業できな

い者，(2)求職活動を過去４週間に行ったが，調

査週間には行わず，過去の求職活動の結果を

待っていない者，(3)仕事を持っていないが，30

日以内に就職が内定している者は米国では失業

者とみなされるが，日本では失業者とはならな

い（白石1982；Ｓorrentino 1984）。また，家族従

業者で１週間に15時間未満しか働かなかった者

は，日本では労働力人口に含まれるが，米国で

は含まれない。

　失業率概念に関する1980年代の活発な議論の

引き金となったのは平恒次の論文（Ｔaira 1983)

である。端的に言うと，平論文の論点は，毎年

３月に行われる「特別調査」を基に日本の失業

率を米国の概念に従い再計算すると，公表統計

は失業率を半分ほどに過少評価しているという

ことであった（永山　1984；Ｓorrentino 1984）。

表３　日米失業統計の概要

日本　　　　15歳以上人口のうち，
（失業者）　　調査週間に，仕事を少しもしなかった人のうち，仕事がなくて，仕事を探していた者。以前に
　　　　　行った求職活動の結果を待っていて，すぐに就職できる者を含む。
（労働力人口）調査週間に仕事をした家族従業者を含む。
（調査期間）　月末の１週間。

（出所）白石（1982）。補足情報は，Ｓorrentino（1984）による。

米国　　　　6歳以上人口のうち，
（失業者）　　調査期間に，仕事を少しもしなかった人のうち，仕事を探し，かつ一時的な病気の場合を除いて
　　　　　就業可能な者。(1)レイオフされて，復職を待っている者，(2)30日以内に新しい雇用労働に就く予定の
　　　　　者を含む。
（労働力人口）調査期間に15時間未満しか働かなかった者は含まれない。
（調査期間）　４週間。

　（参考）
ＩＬＯ　　　一定年齢以上人口のうち，
（失業者）　　雇用契約が修了ないし中断している者で，仕事がなく，収入の伴う職を探していて，かつ就業可
　　　　　能な者。調査時点以降に新しい仕事を始めるため，その準備をしていて，仕事がなく，すぐに就業が
　　　　　可能な者。一時的あるいは無期限にレイオフされている者。
（労働力人口）(1)自分で事業や農業を営もうと思っているが，まだその準備をしていない者，(2)家族従業者で，
　　　　　現在仕事をしていない者は，収入の伴う職を探していなければ含まれない。
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というものであった。この中で，最も重要なの

は(2)であり，「特別調査」が３月に行われるこ

とを考えると，４月から就職する数十万の新卒

者が新たに失業者の中に加えられることになる。

こうして，平推計においては，1978年の失業率

は，公表値の2 . 6％から4 . 7％まで上昇した

（表４）。

表４　米国概念による日本の失業率の計測結果

平推計における調整は，(1)レイオフ，(2)就職内

定者，(3)「調査週間中に求職活動を行わなかっ

た者のうち，過去１か月間に求職活動を行い，

かつすぐに就職可能な者」を失業者に加え，(4)

１か月以前に行った求職活動の結果を待ってい

る者を失業者から除き，(5)家族従業者で15時間

未満した働かなかった者を労働力人口から除く

　平推計の適切さについては，永山（1984），

Ｓorrentino（1984）が問題点を指摘し，それに

対し，平自身が反論をしている（平　1984）。

Ｓorrentino（1984）が指摘した平推計の最大の

問題は，日本社会において３月が特異な月であ

ることを考慮していないことである。つまり，

日本の労働慣行と文化的背景を考えると，新卒

者を失業者として入れない方が適切であるとい

うわけである。さらに，永山（1984）は，日本

ではレイオフ（一時休業）は有給であり，復職

が保証されていることを考えると，レイオフの

調整は必要ないと議論している。いずれにし

ろ，これらの議論によると，平推計は真の失業

率を過大評価することになり，米国の定義に従

うものの，新卒者を考慮しないＳorrentino推計

では，1978年の失業率は公表値の2.6％から

3.0％に上昇するに過ぎない。なお，同様の推

計を行った白石（1982）の推計値は3.1％であ

り，ほぼ同様の数値になっている。

(2)　日本の失業率の構造的側面

　現在，日本の低失業率が統計上の虚構である

と信じる研究者は少ないと思われるが，低失業

率が，その人口構成や経済構造を反映している

という見方もある（Ｗeiner 1987；Ito 1992)。例

えば，日本では，諸外国と比べて，失業率が高

い十代の労働力化率が低いこと，就業率が極め

て高い農業部門や自営業部門の比重が大きいこ

となどが知られている。1985年の十代の労働力

化率は，米国で男19％，女52％であったのに対

し，日本では男17％，女16％であった。また，

農業部門と自営業部門が経済に占める割合は，

1984年，日本の8.9％，13.0％に対し，米国では

3.2％，7.6％であった。Ito（1992）の試算によ

れば，米国の労働人口が日本と同じ農業部門と

十代の比率をもっていたなら，米国の失業率は

1.5％ほど低下するとされている。さらに，構

造的というよりも行動的要因として，求職意欲

喪失者の存在が失業率に与える影響も分析され

ているが，Ｔachibanaki and Ｓakurai（1991）の

研究によると，求職意欲喪失者効果を調整した

失業率の変動は，公表失業率のそれより大きい

ことが示されている。しかし，構造的，行動的

要因による影響は無視はできないものの，日米

の失業率の差を著しく縮めるほどではない。

　最後に，自然失業率について言及しておこう。

自然失業率とは，情報の不完全性や調整費用が

ある状況において，労働市場における需給関係

が均衡した状態で存在するであろう失業率を意

味する。自然失業率を決定する要因としては，

雇用保険の給付率，サーチ活動，経済構造の変

化に伴う構造的失業，求職と求人とのミスマッ
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チによる摩擦的失業などである。摩擦的失業に

関して，Ｂrunello（1988）は企業間の過剰労働

者の移転が日本の低失業率の説明要因であると

いう議論を分析し，それが大企業では広く行わ

れているものの，マクロレベルでは重要ではな

いという結果を示している。一方，摩擦的およ

び構造的失業に関して，Ｓakurai and Ｔachiba-

naki（1992）は，1986年までのデータに基づく

ＵＶ分析により，日本の失業率の２割がミス

マッチによって説明できること，また，年配労

働者のミスマッチが大きくなってきていること

を示した。（注１）雇用保険の給付率に関して，

Ｂurda(1988)は給付率（および給付期間）が失

業率に有意な正の影響を与えることを示し，日

本の失業保険の充実度がＯＥＣＤ諸国の中で米

国に次いで劣っていることが，日本の低失業率

の部分的な要因である可能性を示唆している。

自然失業率の推定は労働需給の特定化を要する

ため，技術的に困難であるが，数少ない推定結

果は日本の自然失業率がトレンドとして上昇し

ていることを示唆しており，労働人口の高齢化

や雇用保険の充実にともなって，統計上の失業

率が今後上昇する可能性も考えられよう（藤本

1984）。

Ⅱ．賃金の伸縮性の国際比較

　日本の「低く安定的な失業率」の説明とし

て，多くの研究者は賃金の伸縮性を挙げてきた

（Ｋomiya and Ｙasui 1984；Ｈamada and

Ｋurosaka 1986）。労働市場の伸縮性には多くの

側面があるが，賃金の伸縮性が特に注目を浴び

てきた理由は，新古典派の理論的枠組みの中

で，労働市場における「価格の伸縮性」が「量

の硬直性」の説明として最も自然な概念である

からである（詳しくは，第Ⅲ節(1)を参照)。賃金

の伸縮性の理論的意味はさておき，その実証的

検証には様々なアプローチが有り得る。本節で

は，賃金の伸縮性の理論的意味を考えるに先立

ち，日本の賃金が国際的に比較して伸縮的であ

るという定説の確立に寄与した３つの主要な実

証研究を概観する。代表的な実証研究における

「伸縮性」の定義と主要な実証結果をまとめる

ことによって，日本経済のマクロパフォーマン

スに関する定説の真偽を再考察する一助とした

い。

(1)　ＳＡＣＨＳ（1979）による特定化

　まず，Ｓachs（1979）は，賃金の伸縮性（硬直

性）の国際比較を行った最初の論文である。

Ｓachsの関心は，米国において典型的な「イン

デクセーションのない複数年の名目賃金契約」

（unindexed multi－year nominal wage

contracts）がマクロ経済政策に与える影響にあ

る。例えば，そのような名目賃金契約が広く行

われるのであれば，物価を上げるように働く金

融緩和策は実質賃金を下げ，経済活動を促進す

る可能性があるであろう。したがって，彼は次

のような賃金契約を考える。

ただし，ｗｎは新規契約における名目賃金の変

（注１）　縦軸に超過供給を示す失業率（Ｕ），横軸に超過需要を示す欠員率（Ｖ）を描くと，両者のトレードオフを
　　 示す右下がりの曲線（ベバレッジ曲線）が描ける。ベバレッジ曲線と45度線が交わる点は，超過供給と超過
　　 需要が一致するという意味でマクロの均衡であると見なし得るが，ミスマッチによるミクロ的な失業は消
　　 滅していない。したがって，ＵＶ分析による自然失業率の推計は，ベバレッジ曲線を推計することによって
　　 与えられることになる。
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化率，ｐeは期待インフレ率，Ｕ－１は１期前の失業

率（あるいは，労働市場の需給条件），a(＜0)は

係数である。経済全体の名目賃金の変化率(ｗ)

は，新規契約が全体の契約に占める割合(ｂ)に

次のように依存する。

ただし，下付添字－１は変数が１期前であるこ

とを示す。賃金契約が，米国のように，複数年

にわたり開始時期がずれている契約（stagger-

ed contracts）ならばbは０に近く，日本のよう

に，１年ごとに産業，企業間でほぼ同時に決ま

る契約（synchronized contracts）ならばｂは１

に近い。

　(1)式，(2)式から，以下の式が導き出される。

あるいは，

(3)′式は，名目賃金の変化率は，過去の名目賃

金の変化率，期待インフレ率，失業率（あるい

は，労働市場の需給条件）に依存することを示

している。Ｓachsの定義によれば，(3)′式を回

帰式として推定したときに，過去の名目賃金の

表５　ＳＡＣＨＳ（1979）の主要結果の概要

変化率の係数（１－ｂ）が大きければ名目賃金が

硬直的であり，小さければ伸縮的であるとされ

る{同様な定義は，期待インフレ率の係数（b）

が小さいか，大きいかによっても与えられる}。

ここで重要なことは，Ｓachsの定義によれば，

名目賃金が硬直的であることは同時に実質賃金

が伸縮的であることを意味し，名目賃金が伸縮

的であることは同時に実質賃金が硬直的である

ことを意味するということである。

　Ｓachs（1979）は主要国における製造業の年

次データを使い，(3)′式を計測した（表５）。期

待インフレ率は，インフレ率を過去の賃金上昇

率，物価，失業率，マネーサプライに回帰させ

た推定式から求められている。労働市場の需給

関係を示す変数としては，労働時間のトレンド

からのパーセンテージ乖離が使われている。計

測結果から明らかなことは，米国の名目賃金変

化率を被説明変数とする回帰式では，名目賃金

のラグ項の係数が相対的に大きく，反面，期待

インフレ率の係数が相対的に小さいということ

である。一方，欧州３か国では全く反対の結果

が得られている。日本は，欧州と米国との中間

に位置するが，米国と比べる限り，名目賃金は

より伸縮的であると言えよう。Ｓachsはこの結

果から，米国では名目賃金が短期的に固定的で

あるため金融政策が有効であり，欧州，日本で

は，実質賃金が固定的であるため金融政策は効

果を持たない，と結論した。（注２）
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　Ｓachsモデルにおいては，実質賃金の伸縮性

（硬直性）は名目賃金の硬直性（伸縮性）の逆

数と定義されていることは注目に値する。もち

ろん，名目賃金に関する長期的契約が存在する

ことから，期待インフレ率が上昇したにもかか

わらず名目賃金が上昇しないことを名目賃金の

硬直性と定義することには問題はない。しか

し，名目賃金が硬直的であることから，期待イ

ンフレ率の上昇によって実質賃金が低下するこ

とを実質賃金の伸縮性と定義することには反論

があろう。なぜなら，それは均衡からの乖離が

大きくなることを意味するのに対し，伸縮性と

は本来，均衡の回復に寄与すべき特性であるは

ずだからである。

業の196 0年代初頭から198 0年までの四半期次

データを使い，(1)ｗ,ｈ,ｅの移動平均の標準偏差

を計算する，(2)ｗ,ｈ,ｅをそれぞれ「名目ＧＮＰの

変化率（y)」の現在値，ラグ値に回帰させたと

きの係数の和を計算するというものである（表

６）。

表６　ＧＯＲＤＯＮ（1982）の主要結果の概要１

(2)　ＧＯＲＤＯＮ（1982）による特定化

　Ｇordon(1982)は賃金の伸縮性に関する国際

比較を行った最初の論文ではないが，その手法

が一番単純であり，結果が特定のモデルに依存

しないという理由によって，最も広く引用され

ている。Ｇordo nの特定化は，Ｋomiya  and

Ｙasui（1984）やＨamada and Ｋurosaka(1986)

等にも踏襲されている。Ｇordonの出発点は，以

下のような定義式である。

ただし，yは名目ＧＮＰの変化率，zは名目労働

所得の変化率，nは非労働所得の変化率，sは総

所得に蔚ける労働シェアである。しかし，「名

目労働所得の変化率（ z ） 」は「名目賃金の変化

率（ｗ）」，「労働時間の変化率（h）」，「雇用の変

化率（e）」に分解される。すなわち，

　まず，標準偏差を見ると，名目賃金の伸縮性

は，日本とイギリスは米国の３倍ほど高かった

ことがわかる。それに対して，雇用は日本とイ

ギリスは米国の２分の１程度であった。同様な

ことは回帰分析からも言えるが，標準偏差によ

るよりも，日本の名目賃金が相対的に伸縮的

で，雇用が相対的に硬直的であるという結果が

強くなっている。なお，「名目賃金の変化率」かＧordonの手法は，日本，米国，イギリスの製造

（注２）　Ｂranson and Ｒotemberg（1980）は，Ｓachs（1979）とほぼ同じ手法を使い，米国では名目賃金が硬直
　　 的，日本では実質賃金が硬直的という結果を得たが，彼らは賃金式を変化率ではなく，水準で定義した。現
　　 実には実質賃金が大きく上昇したことを考えると，水準による特定化には問題がある。
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ら「物価上昇率」を引くことによって得られる

「実質賃金の変化率」（ｗ－ｐ）では，日本は米

国とイギリスのちょうど中間に位置している。

　さて，Ｇordonモデルの評価であるが，標準偏

差に基づく数値は「条件付きではない」（uncon-

ditional）変動度合を示したものである。した

がって，名目賃金の動きが生産性を含む諸変数

の影響を受けている限り，仮に名目賃金が伸縮

的であるという結果がでたとしても，それ自体

がマクロパフォーマンスに直接的な意味を持つ

とは限らない。同様に，実質賃金の伸縮性に

は，労働市場の需給関係の影響と生産性の影響

が混在している。雇用の伸縮性についても，労

働市場の需給関係による調整と，より長期的な

労働力人口の調整が区別されていない。一方，

回帰分析に基づく数値は「名目ＧＮＰの変化

率」に対する「条件付きの」（conditiona1）変動

度合を示している。景気変動的変化の大部分は

名目ＧＮＰ変動に含まれ，トレンド的変化は定

数項に含まれるであろうから，標準偏差に基づ

く数値と比べて，両者を混同するという問題は

少ないと思われる。それでも，名目ＧＮＰ変動

の背後には実質要因もあるはずであるから，問

題が完全に除去されるというわけではない。

(3)　ＧＲＵＢＢ,ＪＡＣＫＭＡＮ ＡＮＤ ＬＡＹＡＲＤ

 (1983)による特定化

　Ｇrubb,Ｊackman and Ｌayard（1983）は，「実

質賃金の硬直性」と「名目賃金の硬直性」をそ

れぞれ名目的ショックと実質的ショックが失業

率に及ぼす影響によって定義した。彼らの定義

は次の２式に基づいている。

(6)式の「賃金式」は,(1)peの代理変数としてpが

使われていること，(2)失業率が自然失業率に等

しいときの実質賃金の上昇率（生産性のトレン

ド上昇率と解釈可能）を示すqe項が加えられて

すなわち，実質賃金の硬直性は（１／ａ）で与え

られることになる。なお，これはフィリップス

曲線の傾きの逆数に他ならない。一方，名目賃

金の硬直性は名目的ショック｛(ｗ－ｗ－１)の外

生的変化｝が失業率にもたらす影響と考える。

先と同じ論理に従うと，

であるから，

であるから，(8)式の両辺の１期からＮ期までの

和（Σ）をとると，

　(8)式が与えられたとき，Ｇrubb,Ｊackman and

Ｌayardは「実質賃金の硬直性」と「名目賃金の

硬直性」を以下のように定義する。まず，「実質

賃金の硬直性」は実質的ショック｛(qe－q)の

外生的変化｝が失業率にもたらす影響と考える。

この際，長期的に経済が当初の均衡に戻ると想

定すれば，

いることを除いて，Ｓachs（1979）の(3)′式と

同じである。次に，(7)式の「物価式」は労働需

要関数を変形したもので，実質賃金の上昇率

（ｃｗ＋(１－ｃ)ｗ－１－ｐ）が生産性の上昇率（q）を

越えるとき，失業率が悪化（duで与えられる）

することを示す。これまでと同様に，ｗ ,ｐ ,ｑは

変化率であり，Ｕは失業率の水準，uはその変化

率a，b，c，dは係数である。(6)式と(7)式からは，以

下の(8)式が得られる。
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表７　ＧＲＵＢＢ，ＪＡＣＫＭＡＮ ＡＮＤ ＬＡＹＡＲＤ（1983）

すなわち，名目賃金の硬直性は(１／ａ)｛(1-

bc)／b｝によって与えられる。

　さて，ここで，bは「現在の物価インフレ率

（あるいは期待物価インフレ率）が現在の賃金

インフレ率に与える影響を示す係数」，cは「賃

金契約に占める新規契約の割合を示す係数」で

あり，それぞれが１に近づくと，経済において

名目賃金を固定化しようとする「名目的な惰性

力」が弱まる。この意味で，｛(1－bc)／b｝は

「名目的惰性」を示していると解釈できる。言

うまでもなく，(10)式において，b,cの両者が１に

なると，「名目的惰性」はなくなり，名目賃金の

硬直性はゼロになる。しかし，名目的惰性が少

しでもある（b,cがいずれも１以下）状態では，

「名目賃金の硬直性」は「実質賃金の硬直性」

に「名目的惰性」を乗じたものになる。これは

名目賃金が固定されている場合，名目的ショッ

クが実質賃金に影響を与え，その経路を通して

生じる失業率への影響である。Ｓachs（1979）

の定義と異なり，ここでは，名目賃金の硬直性

（伸縮性）と実質賃金の硬直性（伸縮性）には

正の相関関係があることになる。

　Ｇrubb,Ｊackman and Ｌayardは1957－80年の

年次データを使い，賃金式と物価式を推定し，

製造業に蔚ける「実質賃金の硬直性」と「名目

賃金の硬直性」を計算した（表７）。実証結果

は，ＳachsやＧordonと同様に，日本の実質賃金

の硬直度（伸縮度）は米国，欧州主要国より低

く(高く)，米国の名目賃金の硬直度(伸縮度)

は主要国の中で一番高い(低い)というもので

あった。しかし，Ｓachsの結果と異なる点は，

本研究においては，(1)日本では実質賃金に加え

て名目賃金も伸縮的であり，(2)米国では実質賃

金が必ずしも他の主要国と比べて伸縮的ではな

かったということである。言うまでもなく，こ

の違いは両者の定義の違いによるもので，

Ｓachsでは実質賃金の伸縮性と名目賃金の伸縮

性の両者とも名目ショックに対して定義されて

いたのに対し，Ｇrubb，Ｊackman and Ｌayardで

は両者とも実体経済に及ぼす実質的な影響に

よって定義されているからである。

の主要結果

Ⅲ．伸縮的賃金の意味と解釈

(1)　賃金の伸縮性と数量調整

　第Ⅱ節で概観した３つの実証研究からわかる

ように，複数の数値が賃金の伸縮性を測る指標

として使われてき一た。（注３）ここでは，簡単な経

済理論を使い，「低く安定的な失業率」の説明

としての伸縮的賃金の意味を考え，前述の三研

究において提唱された数値を解釈してみよう。

　「低く安定的な失業率」という一般的評価

は，景気循環を通じての現象を指していると考

えてよいであろう。したがって，賃金の伸縮性

を特定化するためには，実体経済の変動要因と

しての実質的ショック（例えば，原油価格の変

化，輸出財需要の変化）や名目的ショック（例

えば，マネーサプライの変化，名目為替レート

の変化）が生じたときに，賃金の動き如何で労

働量（そして，ひいては実体経済）がいかに変
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化するかを考えたら良い。

　まず，労働需要を変えるような実質的ショッ

クを考える（図１）。ここで，縦軸には実質賃金

(ｗ／ｐ)，横軸には労働量(Ｌ)が描かれ，d,sは

それぞれ労働需要曲線，労働供給曲線を意味す

る。さて，当初，労働市場が均衡（Ｅ0）にあると

して，実質的ショックにより労働需要がdから

d＊に上がるとする。もし，実質賃金が完全に固

定されているとすれば，市場の需給関係はＥ1で

与えられ，労働量はＬ0からＬ1で増える。一方，

実質賃金が完全に伸縮的であれば，市場は新し

い均衡であるＥ2で与えられ，労働量はＬ0からＬ2

まで増えることになる。２つのケースを考える

と，実質賃金が伸縮的であればあるほど，実質

的ショックが生じたときの労働量の変動が小さ

くなることがわかる。

　次に，同様な図を使って，名目的ショックを

考える（図２）。ここでは，縦軸には名目賃金

（Ｗ）が描かれている。新しい均衡において，

貨幣の中立性を想定するならば，名目的ショッ

クによって，名目変数は同率変化し，実質変数

は不変であるはずである。すなわち，名目的

ショックは労働需要をdからd＊に上げると同時

に，労働供給もsからs＊に上げる。この場合，も

し名目賃金が完全に固定されていれば，市場の

需給関係はＥ1で与えられ，労働量はＬ0からＬ2ま

で増える。一方名目賃金が完全に伸縮的なら

ば，市場は新しい均衡であるＥ2で与えられ，労

働量は不変である。２つのケースを考えると，

名目賃金が伸縮的であればあるほど，名目的

ショックが生じたとき，労働量の変動が小さく

なることがわかる。

　このように見ると，賃金の伸縮性は，名目的

ショックに対しては名目賃金によって，実質的

図１　実質的ショックと実質賃金

（注３）　大竹（1988）は実質賃金の伸縮性に注目し，実証文献において実質賃金の伸縮性を定義する数値が，(1)目
　　 標賃金への調整速度，(2)実質賃金変化率の分散，(3)フィリップス曲線の傾き，(4)完全雇用賃金と現実賃金の
　　 ギャップ，(5)交易条件，生産性に対する実質賃金の伸縮性の５つに大別されるとした。大竹の分類に従う
　　 と，前述の３論文に肺ける実質賃金の伸縮性は，Ｇordon（1982）のそれが(2)に相当し，Ｇrubb，
　　 Ｊackman and Ｌayard（1983）のそれは(3)に当たる。一方，Ｓachs（1979）は，名目賃金の伸縮性の逆を実質
　　 賃金の伸縮性と定義した。
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図２　名目的ショックと名目賃金

ショックに対しては実質賃金によって規定され

るべきことが明らかである。この意味で，

Ｓachs（1979）における賃金の伸縮性は，名目

的ショックに対しての賃金の弾力性であるか

ら，彼は名目賃金の伸縮性だけを考えたことに

なる。すなわち，Ｓachsの手法は，期待インフ

レ率（pe）が名目的ショックを反映するという

想定の下に，名目賃金決定式における期待イン

フレ率の係数を計測することであった。した

がって，ショックが名目的である限り，均衡実

質賃金は不変であるはずであるから，名目賃金

が伸縮的であればあるほど実質賃金は硬直的で

ある弓とになる。しかし，実質賃金の伸縮性を

実質的ショックに対する弾力性であると定義す

れば，名目賃金と実質賃金の伸縮性は必ずしも

相反する概念ではない。

　「標本期間における分散」あるいは「名目Ｇ

ＮＰ変化に対する弾力性」をもって賃金の伸縮

性と定義したＧordon（1982）の特定化は，(1)前

者の場合，ショックに対する反応度を考慮して

いない，(2)後者の場合，ショックの性質を区別

していないという理由で問題である。前者の手

法によって日本の賃金が相対的に伸縮的である

という結果が得られたとしても，それは日本に

おける名目的ショック（例えば，マネーサプラ

イの変動）や実質的ショック（例えば，生産性

の変動）が大きいことを示しているに過ぎない

かもしれない。特に60年代から70年代までの長

い期間をとった場合，日本の労働生産性は先進

諸国の中でも抜きんでて向上したことが知られ

ているから，実質賃金の伸縮性に関する結果は

疑問である（Ｊorgbnson，Ｋuroda and Ｎishmi-

zu 1987）。事実，大竹（1988）は，日本における

実質賃金の変動は長期的には大きいが，短期的

には他国とさほど変わらないことを示している。

　最後に，Ｇrubb，Ｊack m a n  and  Ｌa ya r d

（1983）は名目的ショックと実質的ショックに

よって名目賃金と実質賃金の伸縮性を定義した

という意味で，日本の低く安定的な失業率の説

明として通常想定される賃金伸縮性の概念に最

も近いと言える。しかし，彼らの定義には少な

くとも三つの問題がある。まず第一に，彼らが

定義する賃金の伸縮性はモデルのパラメータの

組合わせによって与えられるのであるが，それ

らのパラメータは必然的にモデルの特定化に依

存する。さらに，パラメータを導出するに当

たって，ショックの後，経済が当初の均衡点に

戻るという強い仮定が使われており，経済環境

（例えば，自然失業率）が変化する可能性が考

慮されていない。
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」

　第二に，より概念的な問題として，伸縮性が

名目的，実質的ショックによって生じる失業率

の変化によって定義されていることが挙げられ

る。図１，図２を考えると，名目，実質賃金が

硬直的であるとき，名目的，実質的ショックに

よって生じる労働量の調整は労働需要曲線の傾

きに依存することが明らかである。傾きが急で

あればある程，労働の量的調整の度合いは少な

くてすむから，仮に賃金率の動きが同じであっ

ても，それが質的調整に持つ意味は違う。した

がって何らかの国際比較をする場合、賃金の

動きを量的変数で標準化するべきであるという

理論は理解できる。しかし，その量的変数を失

業率とすることには異論があろう。特に日本の

失業率が極めて安定的であることを考えると，

結果的にフィリップス曲線の傾斜として定義さ

れる実質賃金の伸縮性が相対的に高くなるのは

不思議ではない（Ｔachib a naki  19 87；大竹

1988）。日本において実質賃金の伸縮性が相対

的に高いのが，少なくとも部分的に安定的な失

業率を反映しているとき，そのようにして導出

された実質賃金の伸縮性を安定的な失業率の説

明とすることは同語反復（トートロジー）であ

る。

　最後に，三番目の問題点は名目賃金の伸縮性

（このモデルでは，その逆数である硬直性)の

定義である。(10)式からわかるように，名目賃

金の硬直性」は「実質賃金の硬直性」に「名目

的惰性を示すパラメータ」（名目変数の伸縮度

が増すとゼロに近づく係数）を乗じたものであ

る。本来ならば，名目賃金の硬直性は期待イン

フレ率などの物価を示す変数の変化に対する名

目賃金の硬直度，すなわち，「名目的惰性を示

すパラメータ」に概念的に近い数値で考えられ

るべきであるのに対し，このモデルでは，それ

を「実質賃金の硬直性」で調整している。この

モデルでの名目的ショックは名目賃金に直接影

響を与えるショックであるとされているため，

物価水準が少しでも硬直的な世界では，名目的

ショックは実質賃金を変化させる。ところで，

このモデルでの実質的ショックは実質賃金に直

接影響を与えるショックであるから，名目賃金

の硬直性と実質賃金の硬直性は同質であること

がわかる。名目的惰性を示すパラメータは，名

目的ショックを実質的ショックに変換するため

のフィルターの役割をしているのである。名目

であれ，実質であれ，賃金の硬直性は失業率の

変化によって標準化されるわけであるから，い

ずれにしろ，フィリップス曲線の傾斜が重要と

なってくる。

　賃金の伸縮性の定義は決して一義的ではな

く，ここにサーベイした３つの実証研究の定義

には一長一短がある。しかし，(1)Ｓachs(1979)

の実質賃金の伸縮性は名目的ショッックに対し

て定義されている，(2)Ｇordon(1982)はショッ

クの性質を考えずに伸縮性を定義しているの

で，数値には多くの要因の影響が含まれてい

る，(3)Ｇrubb，Ｊackman and Ｌayard（1983）の

定義では，(i)失業率によって標準化されたとい

う恣意的要素がある，(ⅱ)特定のモデルに基づい

て数値が導かれている，(ⅲ)名目賃金の伸縮性が

基本的にほ実質賃金の伸縮性と同質に位置付け

られている，という問題点が指摘できるであろ

う。これらの問題点を考慮すると，日本におけ
る賃金の伸縮準が諸外国と比べて高いという定

説は十分に確立されているとは言えない。（注４）

(2)フィリップス曲線と総供給曲線

　Ｇrubb，Ｊackman and Ｌayard（1983）以外に

も，フィリップス曲線の傾きをもって賃金の伸

縮性を定義した研究は多い。この種の研究で頻

繁にされる議論は，日本の賃金は他の主要国と

比べて伸縮的である（つまり，フィリップス曲

線が急である）から，総供給曲線の傾きも急で

（注４）　大竹（1988）は「均衡賃金への調整速度」によって実質賃金の伸縮性を定義し，不拘衡市場分析の枠組み
　　 の中で，賃金や労働投入量の不均衡に対する調整速度を1965―86年の年次データを使い計測し，日本の実
　　 質賃金の伸縮性が主要５か国の中で最も低かったという結論を導いた。
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あり，したがって，需要ショックに対しては量

よりも価格が動き，供給ショックに対しては量

も価格もあまり動かなくなるというものである。

この議論によると，日本の実体経済が安定的で

あるのは賃金の伸縮性によることになる。量的

調整が少ないことで日本経済のマクロパフォー

マンスを特徴づける代表的な議論は，Ｔaylor

（1989）に見られる。彼は1972－86年の期間に

おいて，実質生産量の変動は日本の方が米国よ

り小さいのに対し，総需要の変化に対する物価

変動は日本の方が米国より大きいことを示し，

その理由が日米の賃金決定プロセスの違い（日

本における１年ごとに同時進行する春闘契約，

米国における開始時期のずれた複数年名目賃金

契約）を反映した名目賃金の伸縮性の違いであ

ると議論した。

　日本経済のマクロ的安定の要因を，（フィ

リップス曲線が急であるという意味での）賃金

の伸縮性に求める議論の問題点を計量的に示し

たのが黒坂・後藤（1987）である。彼らは，総

供給曲線の傾きが，フィリップス曲線の傾きに

加えて，オークン係数や価格決定式に依存する

ことを以下のように示した（植田・吉川1984；

吉川・竹内1988も参照）。まず，フィリップス

曲線は，(1)式と同じように，以下の式で与えら

れる。

すなわち，総供給曲線の傾きは，フィリップス

曲線の傾きをオークン係数で除したものである。

日本のオークン係数に関する研究としては

Ｈamada and Ｋurosaka（1984）が広く知られて

いるが，安定的な失業率を反映して，係数は13

から32の範囲であり，極めて高いという結果が

報告されている。（注５）(12)式から，日本では，

フィリップス曲線の傾きは急である（aの値が

大きい）が，同時にオークン係数（b）の値も高

いので，賃金の伸縮性がそのまま実体経済の安

定性に結び付かないことが明らかである。事

実，黒坂・後藤は主要国におけるフィリップス

曲線の傾きとオークン係数を計測して，日本の

総供給曲線の傾きが最も緩やかであることを示

した（表８）。

ただし，ｗ，peは名目賃金変化率，期待インフレ

率，Ｕは失業率（あるいは，自然失業率からの

乖離)，a(＜0)はフィリップス曲線の傾きを示す

係数である。次に，失業率とＧＮＰの間の経験

的関係を以下のように特定化する。

ただし，Ｙは総生産（あるいは，その自然水準

ないし潜在水準からの乖離），k(＜0)はオークン

係数である。「オークンの法則」とは米国にお

いてオークンによって観測された，失業率と実

質ＧＮＰとの間の経験則であり，失業率に対す

るＧＮＰの弾力性がオークン係数である（米国

の場合，３前後とされる）。

　名目賃金変化率がインフレ率に等しいと仮定

すると，(11)式と(12)式から以下のような総供給曲

線が導き出される。

（注５）　Ｔachibanaki and Ｓakurai（1991）は求職意欲喪失者効果を調整した失業率を使い，オークン係数を計測し
　　 た。1963－86年のデータに基づく結果によると，オークン係数は（未調整失業率を使った場合の）70近くか
　　 ら30前後まで下がることが示された。
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(1)　労働の量的変動

　既存の実証研究では，賃金率として，時間当

たりの労働収入ではなく，一人当たりの労働収

入が使われることがある（大竹1 9 8 8；中村

1995）。実証研究において，いずれの収入概念

を使う方が適切であるかについては異論があろ

うが，一人当たりの労働収入が使われた場合に

は，労働時間の変動も賃金の変動に反映されて

いるから，実証結果に注意する必要がある。（注６）

一般的に，日本における労働投入の調整は労働

時間の調整で行われる（つまり，日本の労働時

間の変動は他の先進諸国より大きい）ことが知

られているから，既存の労働者の賃金は景気循

環と同方向に動くことになり，超過勤務の伸縮

性が賃金の伸縮性として現れる可能性がでてく

る。ただし，日米の比較研究では，労働時間調

整や総労働投入量調整（雇用と労働時間の積）

に関して異なった結果が報告されている。例え

ば，Ａbraham and Ｈouseman（1989）によれ

ば，1970年から1985年までの期間を見ると，(1)

雇用に加え総労働時間の調整も，米国の方が日

本より大きいこと，(2)一人当たりの労働時間の

（注６）　なお，第Ⅱ節で概観した３つの実証研究では，一時間当たりの労働収入が使われている。

調整は日米でほぼ同じであったことを示してい

る。

　一方，労働力化率の変動が失業率の変動を抑

制し，フィリップス曲線の傾きによって定義さ

れる賃金の伸縮性を高めている可能性もある。

日本の労働市場の特性は，女子労働者を始めと

するパートタイム労働者等の動向を反映して，

労働力化率が景気変動と同方向に動くことであ

る（Ｔachibanaki 1987）。これらの労働者は「縁

辺労働者」と呼ばれ，非農業部門の労働力人口

の３割を占めていると言われる。Ｈill（1989）の

首都圏調査（1975年）に基づく研究によると，

労働市場における女子労働者の供給の賃金弾力

性は極めて高く（約４），米国のそれを上回っ

ていた。また，Ｔachibanaki and Ｓakurai

（1991）では，女子労働者の労働力化率と有効

求人倍率との間には正の関係があり，女子労働

者の動きが公表失業率の安定化につながってい

ることが示されている。しかし，Ａbraham and

Ｈouseman（1989）によれば，日本における女

子労働者の需要弾力性は男性労働者のそれより

高いものの，米国の製造業労働者の弾力性より

表８　黒坂・後藤（1987）の主要結果

Ⅳ．伸縮的賃金の要因
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低いことが示されており，日本における賃金弾

力性の要因として，女子労働者の労働力化率の

動きを過大評価することは適切でないかもしれ

ない。

(2)　ボーナスの決定メカニズム

　日本における賃金の伸縮性の要因として，外

国の研究者の注目を最も受けたのはボーナスで

あろう。ボーナスのマクロ的な決定プロセスに

関しては，大別して(1)定期給与と基本的に同じ

であり，税制上のメリットのため存在する(ブ

ルネッロ・大竹1987)，(2)収益分配（profit

sharing）として決まる，という二つの見方があ

る。ボーナスが賃金の伸縮性に寄与するために

は，それが景気変動に敏感に反応し，収益分配

機能を有していなければならない。実際のデー

タでは，(1)定期給与に比べて，ボーナスの方が

利潤率，経常収益，付加価値など企業の収益性

を示す変数に対し弾力的であり，(2)企業別デー

タより産業別データでの方が，ボーナスと企業

の収益性との関係は強いことが一般的に知られ

ている。ここでは，ボーナスの存在理由などミ

クロ的要因は考えず，マクロの賃金決定におけ

るボーナスの役割を考えることにする。

　日本のボ ーナス に関す る論文 として ，

Ｆreeman and Ｗeitzman（1987）は広く引用さ

れるが，彼らは労働収入を基本給(超過勤務手

当てを含む)とボーナスに分解し，(1)ボーナス

の方が景気変動との相関が強いが，収益ほど強

くない，(2)ボーナスは雇用と正の関係にあるの

に対し，賃金は雇用と負の関係にあることを示

した。しかし，ボーナスが平均賃金の約４分の

１であり，回帰分析によるボーナスの収益に対

する弾力性が0.09であることを考えると，ボー

ナスの利益分配機能は賃金変動の僅か2.25（9

×0.25）％しか説明できない，すなわち，ボー

ナスは量的に雇用安定化のために重要だとは思

われないと結論した。つまり，ボーナスは収益

分配機能を有するものの，その量的役割は限定

されているという結論である（Ｍizuno1987／

88も参照）。

　他の研究は，ボーナスが収益分配機能を有す

るという仮説そのものに否定的である。ブル

ネッロ・大竹（1987）は，企業別のパネルデー

タによる因果性分析により，(1)銀行業以外で

は，個別の企業業績はボーナスに影響を与えな

い，(2)ボーナスは相場賃金により大きな影響を

受けることを示した。つまり，ボーナスの収益

分配機能は限られており，製造業におけるボー

ナスは，賃金と同様企業別要因よりも産業別

要因に影響されるわけである。同様にＯhashi

（1988）も，1971－86年の産業別，企業別デー

タを使い，(1)大企業におけるボーナスが超過勤

務時間と有効求人倍率に有意に影響される，(2)

定期給与と比べ，ボーナスは企業に特有な変数

（収益や売上げ等）に反応するものの，産業レ

ベルでの労働市場状態への反応の方が強いこと

を示し，ボーナスの収益分配機能は小さく，

ボーナスは過去の労働努力に対する報酬である

と解釈した方が適切であると結論した。

　ボーナスの長期的特性と短期的特性を区別し

た研究として，照山（1991）は，製造業データ

に基づく時系列分析により，ボーナスの「短期

調整仮説」(定期給与とボーナスは基本的には

同じ要因で決まるが，長期契約で固定されてい

る定期給与に対し，ボーナスは経済的変動に対

する調整機能を持つ）と「収益分配仮説」(ボー

ナスと定期給与は異なった決定メカニズムによ

る)を検定した。この分析結果によれば，ボー

ナスは収益と共通のトレンドを持つことが示さ

れ，したがって，第二の仮説が長期的に支持さ

れる。しかし，トレンドのまわりの短期的変動

については，定期給与とボーナスは相関を持っ

ており，ボーナスは長期的には収益性によって

規定される（すなわち，収益分配機能を有す

る）ものの，短期的には定期給与と共通の決定

要因によって影響を受けると解釈される。この

意味で，景気変動下における賃金の伸縮性を

ボーナスに求めることはできない。

(3)　定期給与の決定メカニズム

　経済全体の賃金伸縮性において，ボーナスの
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占める量的重要度は少ないと結論されよう。と

すれば，もし日本の賃金が伸縮的であるなら

ば，その大部分は定期給与の伸縮性によって説

明されなければならない（Ｍizuno 1987／88）。

ボーナスに対して，定期給与を賃金の伸縮性の

主要因であるという見方は，春闘に代表される

マクロレベルの同時かつ短期的な賃金決定過程

を重要視する。すなわち，このような制度の下

では，賃金が生産性，交易条件を含むマクロ諸

変数の動きに素早く応じることによって，マク

ロの労働市場の需給調整に寄与することができ

ると言うわけである（Ｔaylor 1989）。Ｋomiya

and Ｙasui（1984）は経済全体の賃金上昇率が春

闘レートに密接に関係していることを示し，賃

金決定過程における春闘の役割を強調している。

また，Ｈamada and Ｋurosaka（1986）は賃金決

定に交易条件が有意に影響を与えることを示

し，春闘プロセスにおいて労使双方が実質変数

の動向を踏まえて交渉を行っていると議論した。

　一方，賃金決定が企業別要因によっても影響

を受けていることを示す研究もある。これらの

研究は，定期給与の決定過程がマクロの賃金伸

縮性を説明し得るという見方に否定的である。

翁・竹内・吉川（1989）は企業別データを使

い，（ボーナスを含む）実質賃金の決定要因と

してミクロ要因の重要性がマクロ要因に比べて

1970年代後半以降強まったこと，また，実質賃

金が売上げの伸び率や利潤率と正の相関関係を

持つことを示し，実質賃金が各企業に騎ける労

働・資本間の分配を安定化するように決定され

ている可能性を提示している。吉川（1992）

は，実質賃金の６－７割がマクロ要因で決定さ

れ，残りがミクロ要因によって決定されるとい

う結果を示し，労働市場は単一の外部市場から

なるのではなく，企業レベルで分断されている

と見ることができると議論している。

おわりに

　本論文では，失業率統計の国際比較性にかか

わる諸問題，賃金の伸縮性にかかわる概念的問

題賃金の伸縮性とマクロパフォーマンスとの

関係などについて若干の考察をした。主要な比

較実証研究は，実質で見ても，名目で見ても，

日本経済の「賃金の伸縮性」が国際的に高いこ

とを示している。しかし，これらの実証研究に

は概念的，実証的に未解決な側面があり，この

事実をもって，短絡的に「良好」と呼ばれる日

本経済のマクロパフォーマンスが賃金の伸縮性

に起因すると結論することは必ずしも正確では

ない。

　概念的に，「賃金の伸縮性」には様々な定義

があり得る。実証的には，(1)労働量（労働時間

や労働力化率）の変動が結果的に伸縮性として

現れる可能性があること，(2)企業，産業レベル

では，ボーナスが収益率に敏感な形で決まると

いう確固とした実証結果が得られないこと，(3)

定期給与の決定が企業特有の要因にも影響を受

けることなどが示されている。トレンドを除去

した賃金変化率を使った大竹（1988）は通説と

は反対の結論を出していること，Ｇ o r d o n

（1987）は製造業における賃金の代わりに経済

全体の賃金を使うことによって，米国の名目賃

金の伸縮性は日本のそれよりも大きいという結

果を導き出していることなどは，通説が未だ確

立されていないことを如実に物語っていると言

えるであろう。

　さらに，仮に定説を受け入れたとしても，そ

れが日本経済のマクロパフォーマンスの良好さ

に繋がるとは必ずしも言えない。村松（1985）

はそのサーベイ論文の中で，実証研究の多くは

日本における実質賃金の動きが労働需要に与え

る影響が小さいことを示していると言っている。

つまり，実質賃金による労働需給の調整機能は

限られている可能性があるということである。
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この関連で言うと，吉川・竹内(1988)は標準

偏差などの統計量によって計られる賃金の伸縮

性は戦前の方が戦後より数倍高かったのにもか

かわらず，生産の変動は戦前，戦後でほぼ同じ

であることを示し，賃金の伸縮性によってマク

ロパフォーマンスを説明することの問題点を指

摘している。このように，実質賃金の調整が労

働の安定化に繋がったとは断定できず，

Ｔachibanaki（1987）は日本のマクロパフォー

マンスが良好だとすれば，それは労働市場以外

の要因によるものであると議論しているほどで

ある。

　このことは，新古典派の枠組みで労働市場を

分析することの限界を示しているのかもしれな

い。このため，吉川（1992）などは日本の労働

市場を分析するに当たり，ケインズモデルを含

む別途の理論を考えるべきであると述べ，ケイ

ンズモデルを支持する証拠として雇用と実質賃

金との間に観察される正の関係を挙げてい

る。（注７）

　しかし，その一方では，Ｓymons and Ｌayard

（1984）など新古典派の議論も根強い。彼らは

1955－80年の製造業の四半期次データを使い，

原料の実質価格を考慮すると，日本では実質賃

金と雇用との間に負の関係があり，総需要は雇

用に影響を与えないという結果を示している。

一般的に，総需要の不足による失業はケインズ

的失業，実質賃金が高いことから生じる失業は

古典的失業と呼ばれ，それぞれ異なった経済政

策が要求されると言われるが，今後のマクロ経

済政策を議論する上で，諸外国と比較したとき

の日本の賃金伸縮性に加え，日本における賃金

決定メカニズムの再検討が必要とされている。
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